
 

国立大学法人京都大学教職員退職手当規程の一部を改正する規程  
 
（前略） 
(退職手当の額に係る特例) 

第７条の５ 第５条第１項に規定する者で次の各号に掲げる者に該当するものに

対する退職手当の額が退職の日におけるその者の基本給月額に当該各号に定め

る割合を乗じて得た額に満たないときは、第２条の２、第５条、第５条の２及び

前条の規定にかかわらず、その乗じて得た額をその者の退職手当の額とする。 

(1) 勤続期間１年未満の者 100 分の 270 

(2) 勤続期間１年以上２年未満の者 100 分の 360 

(3) 勤続期間２年以上３年未満の者 100 分の 450 

(4) 勤続期間３年以上の者 100 分の 540 

２  前項の「基本給月額」とは、教職員が受ける教職員給与規程に規定する俸給及

び扶養手当の月額並びにこれらに対する都市手当及び広域異動手当の月額の合

計額とする。 

 （後略） 
   附 則 
 この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 


